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1. 審査の体制 

入札書類の審査に当たっては、狭山市（以下「市」という。）が基礎項目審査を行ったうえで、  

市が設置した学識経験者等で構成する狭山市立堀兼学校給食センター更新事業 PFI 事業者等審

査委員会（以下「本審査委員会」という。）が、入札参加者から提出された入札書類の加点項目

審査を行い、その結果を市へ報告した。 

 

本審査委員会の構成は、以下のとおりである。 

会 長 山 本 茂 十文字学園女子大学大学院教授 

副会長 三 好 恵 子 女子栄養大学短期大学部教授 

委 員 柳 澤 要 千葉大学大学院工学研究科教授 

委 員 濵 野 良 一 狭山市副市長 

委 員 松 本 晴 夫 狭山市教育長 

 

2. 審査結果 

2.1 基礎項目審査 

入札参加者の提案内容が、落札者決定基準のうち基礎審査項目の評価基準に掲げる審査

基準を充足しているかについて市が審査を行った。その結果、入札参加者の提案内容が基

礎審査項目の基準を充足していることを確認した。 

 

2.2 加点項目審査 

(1) 審査方法 

基礎項目審査において適格とみなされた入札参加者の提案内容について、本審査委員会

が、以下に示す加点審査項目ごとに加点基準に応じて得点（加点）を付与した。 

 

【加点基準】 

 評価水準 加点比率 

A 特に優れている 100％ 

B A と C の中間程度 75％ 

C 優れている 50％ 

D C と E の中間程度 25％ 

E 優れている点はない 0％ 

 

【加点審査項目】 

加点審査項目 配点 

① 事業計画全般に関する事項 60 

② 設計業務に関する事項 120 

③ 建設・工事監理業務等に関する事項 60 

④ 維持管理業務に関する事項 60 

⑤ 運営業務に関する事項 240 

⑥ 独自提案に関する事項 60 

合 計 600 
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(2) 審査の結果 

 加点項目審査の結果（性能評価点）を以下に示す。 

 

加点審査項目 

 

配点 

シダックス大新

東ヒューマンサ

ービスグループ 

 

東洋食品グループ 

① 事業計画全般に関する事項 60 44.3 51.0 

② 設計業務に関する事項 120 83.1 92.4 

③ 建設・工事監理業務等に関する事項 60 44.5 48.0 

④ 維持管理業務に関する事項 60 38.2 44.8 

⑤ 運営業務に関する事項 240 182.0 187.0 

⑥ 独自提案に関する事項 60 42.8 42.8 

合計 600 434.9 466.0 

 

2.3 総合評価 

性能評価点に価格評価点を加算した値を総合評価点とし、総合評価点が上回るグループ

の提案を優秀提案として選定した。 

 

総合評価点＝性能評価点（加点項目審査：600 点満点）＋価格評価点（400 点満点） 

 

区分 配点 
シダックス大新東 

ヒューマンサービスグループ 
東洋食品グループ 

性能評価点 600 434.9 466.0 

価格評価点 400 375.5 258.9 

総合評価点 1,000 810.4 724.9 

順位 1(優秀提案) 2 

 ※ 落札者決定基準に基づき、性能評価点の合計点は小数点以下第 2 位を四捨五入した。 
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3. 審査結果の総評 

本事業には 2 グループから提案があった。両グループともに要求水準と同等以上の提案で

あり、甲乙付け難い優れた提案であった。審査の結果、両者の提案には大きな差はなかった

ものの、加点項目審査では、東洋食品グループの提案がシダックス大新東ヒューマンサービ

スグループの提案を上回る結果となった。 

両グループともに、施設の設計と建設については、昨今の防災意識の高まりや環境への配

慮、ライフサイクルコストの低減、災害時の炊出しの熱源とする自家用発電機の設置、各種

省エネ設備の導入等の提案があり、創意工夫が随所に盛り込まれており、高く評価できる内

容であった。 

このうち、シダックス大新東ヒューマンサービスグループの提案について、事業計画では、

一時的な資金需要の集中に対する備えを含めた資金計画の安定化のための方策や運転資金の

不足に対する対応策等が評価された。設計業務では、CASBEE の A ランクへの対応や構造体

耐震安全性（Ⅰ類）の高さが評価され、通常の給食センター以上の性能の提案であった。維

持管理業務では、定期的、日常的な点検項目と役割分担が明確であり、保安警備については、

機械警備に加えて毎日の人的巡回警備の提案が評価された。運営業務では、衛生的で安全で、

おいしい給食を提供するために、給食に関するデータ収集と市への多彩な献立作成支援や、

市の意向を円滑に反映できるように各種の協議会を設置するなど、市との連携に重点を置く

提案が評価された。また、人員配置の考え方や指示・命令系統について明確な運営体制の提

案があった。 

東洋食品グループの提案については、事業計画では、運転資金の不足に対する対応策とし

て手厚い内部留保資金の積み立てが評価された。設計業務では、効率的でわかりやすい動線

のほか、構造体耐震安全性（Ⅱ類）の高さや制震装置の採用、ライフサイクルコスト３０％

削減に向けた提案が評価された。維持管理業務では、入間川・柏原学校給食センターの実績

を踏まえた綿密な食器類・食缶等の更新計画や業務の確実な履行のためのモニタリングが評

価された。運営業務では、豊富な PFI の実績を活かし、食中毒ゼロを継続できるよう、多く

の有資格者を配置した調理体制を構築しており、指示系統も明確であった。また、開業準備

についても提供食数と同数の食数においてリハーサルを行うことや、新規従業員には他の給

食センターで研修を行う等の提案が評価された。 

また、両グループともに、入札者独自の提案として、調理員等の地元雇用や市内企業との

連携など、地域経済への効果を高める提案があり、評価された。 

落札者においては、事業を進めるうえで、提案を確実に実現するとともに、業務水準の維

持・向上のため継続的なモニタリングを実施されたい。また、市と事業者の間で十分な協議

を行い、長期にわたって安全でおいしい学校給食の提供を確実に実現されたい。 

なお、加点審査項目ごとの講評については、個別講評として別にまとめた。 
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４．個別講評 

区 分 
シダックス大新東ヒューマン 

サービスグループ 
東洋食品グループ 

Ⅰ. 事業計画全

般に関する事項 

 

 運営企業の全国の学校給食受託

実績が評価される。 

 階層的な業務管理体制や市との

連携体制の構築が評価される。 

 LCCの削減に向けた各種の省エネ

設備の採用等が評価される。 

 融資金融機関等も交えた４階層

のセルフモニタリングとモニタ

リングデータベースの構築が評

価される。 

 想定リスクとその未然防止策及

び BCP 計画の策定や、緊急時のマ

ニュアル等での対応が評価され

る。 

 一次的な資金需要の集中に対す

る備えを含めて、資金計画の安定

化のための方策が評価される。 

 

 運営企業の PFI 事業の実績や全国

の学校給食センターの運営実績、

狭山市内での実績が評価される。 

 階層的な業務管理体制や市との

連携体制の構築が評価される。 

 LCCの削減に向けた各種の省エネ

設備の採用や、光熱水費削減の年

間計画の作成が評価される。 

 詳細項目チェックリストの作成、

得点化を含む定量的評価及び自

主基準の設定と、学識経験者等を

交えた４段階でのセルフモニタ

リングが評価される。 

 想定リスクとその管理手法の構

築及び BCP 計画や緊急時のマニ

ュアル等の策定が評価される。 

 一次的な資金需要の集中に対す

る備えを含めて、資金計画の安定

化のための方策が評価される。 

Ⅱ. 設計業務に

関する事項 

 汚染と非汚染区域の境界はパス

スルー等での受け渡しに限定し

ていることや、各々で専用の器具

洗浄室を設けるとともに、動線が

スムーズである点が評価される。 

 事務室から搬出入の車両や見学

者の来訪等の状況を視認できる

計画となっていることが、評価さ

れる。 

 車いす使用者等が視認しやすい

グラフィックデザインによるサ

イン計画や経路の幅員などへの

狭山市福祉環境整備要綱の適用

が評価される。 

 魚肉検収室と野菜検収室の中間

に器具洗浄室を設け検収用具の

移動による汚染を防止すること

や、アレルギー食調理室は、調理

室と区画し、交差汚染防止のため

に個別ラインとした点が評価さ

れる。 

 適正な箇所への消毒保管庫等の

設置や、和え物室にスチームコン

べクションを設置するなど多様

な調理への対応が評価される。 

 パススルー冷蔵庫の設置や煮炊

き調理室内の加熱前後での床の

色分け等、交差汚染を防止する動

線の配慮が評価される。 

 事務エリアは給食エリアと明確

に区分されていることや、３方向

を視認できる事務室の位置（死角

がない計画）であることが評価さ

れる。 

 車いす利用者や子どもに配慮し

た車寄せ、見学者コース、受付カ

ウンター、案内サイン等をユニバ

ーサルデザインとしていること

が評価される。 

 食材の加熱前後で床の色分けや

フェンス等による明確なゾーニ

ング区分が評価される。 

 和え物調理室及びアレルギー食

調理室は高度清浄度区域として、

魚肉類下処理室、揚物・焼物調理

室から最も離れた位置とした点

が評価される。 

 和え物調理室にチルド庫を設置

することで、冷菜料理の衛生安全

性の確保に効果が期待できる点
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区 分 
シダックス大新東ヒューマン 

サービスグループ 
東洋食品グループ 

 食育ホールや見学者通路を活用

した展示ギャラリーの設置の提

案が評価される。 

 発電機（180KVA）に超低騒音型

機器を採用することや騒音発生

機器の周囲に防音フェンスを設

置することなどの騒音対策が評

価される。 

  CASBEEのAランクへの対応に  

よりＣＯ２削減２５％を目指す提

案が評価される。 

 建物本体の構造体耐震安全性（Ⅰ

類）の高さや擁壁の安全性確保

（安全率 1.5）、杭基礎による不動

沈下防止策の採用が評価される。 

 設備機器の耐震ストッパーによ

る震動対策が評価される。 

 ライフサイクルマネージメント

概念の導入やメンテナンスしや

すい設備機器の配置が評価され

る。 

 LED 照明等の高効率機器による

光熱水費の低減やエネルギー消

費の見える化等の環境への配慮

が評価される。 

 夜間休日の人的巡回警備の実施

や、防犯カメラ・進入熱感知セン

サーの設置が評価される。 

 事務室の駐車場出入口側への設

置により常時目視監視を可能に

したことや職員入退室管理にセ

キュリティーカードを導入した

ことが評価される。 

 地域の景観を考慮した、狭山茶の

「茶畑」をモチーフとしたアクセ

ントカラーの採用等が評価され

る。 

が評価される。 

 置換空調システムの導入による

快適な作業環境の確保に向けた

提案が評価される。 

 地域への貢献を目的とした多目

的地域プラザと食育ふれあい広

場の設置の提案が評価される。 

 発電機（100KVA）等の大型設備

機器への防震ゴムの採用による、

振動・騒音対策が評価される。 

 LED 照明、デマンド制御装置によ

る電力使用量の監視や再生材利

用及びリサイクル可能な資材の

活用等の環境への配慮が評価さ

れる。 

 

 建物本体の構造体耐震安全性（Ⅱ

類）の高さに加え、杭基礎による

不動沈下防止対策が評価される。 

 安定した制震効果を得るための

制震装置（制震ダンパー）の採用

が評価される。 

 調理設備の転倒防止金具による

固定や設備機器や配管の耐震金

具による震動対策が評価される。 

 更新性、メンテナンス性の高い換

気、空調計画が評価される。 

 高度な衛生管理とメンテナンス

性の高い給排水設備計画が評価

される。 

 LED 照明や節水型便器等の省エ

ネルギー機器の採用が評価され

る。 

 死角のない事務室の配置やセキ

ュリティーカードによる入退室

管理としたことが評価される。 

 主要出入口や動線部分に ITVカメ

ラを設置した夜間や休日におけ

る防犯対策が評価される。 
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区 分 
シダックス大新東ヒューマン 

サービスグループ 
東洋食品グループ 

Ⅲ. 建設・工事監

理業務等に関す

る事項 

 要求水準の達成を完成段階で確

認するのでなく、段階的に達成状

況を確認することや、品質重点管

理項目を設定するなどの、各フェ

ーズでの工事監理企業の役割等

が明確であることが評価される。 

 厨房機器への耐震固定金具、感震

装置の装着及び衛生区域を完全

に区分けできるパススルー冷蔵

庫等の設置や、災害時対応の野外

炊き出し用ガス回転釜（150L）の

設置が評価される。 

 市、SPC、各企業等の工事監理の

役割が明確であることや、実効性

のあるセルフモニタリング、第三

者による組織的な工事監理が期

待できる点が評価される。 

 設計者と異なる工事監理者の選   

定や品質管理重点項目を設定し

ての品質を確保する提案が評価

される。 

 HACCPの十分な理解に基づく、衛

生的な観点からの監理の提案が

評価される。 

 

 定期的な内部監査、外部監査の実

施及びクリティカルパスの管理

による事業工程の遅延防止策や、

監理内容の文書化と課題解決の

期限の明確化等が評価される。 

 可動式の震災対応のガス回転釜

及び電気式ドレッシング調理釜

の設置が評価される。 

 PFI事業による給食センターの設

計・工事経験を有する企業担当者

による監理体制が組まれている

ことや、工程管理、内部監査、外

部監査による確実な工事監理が

期待できる点が評価される。 

 工事監理の情報の共有による「見

える化」や報告ルールに従った

「スマート化」に向けた提案が評

価される。 

 レビューチェック、要求水準書・

事業者提案書のチェックリスト

の活用等の提案が評価される。 

 主要段階ごとのセルフモニタリ

ングの徹底と定期監査の実施の

提案が評価される。 

Ⅳ. 維持管理業

務に関する事項 

 維持管理業務全般で予防保全を

基軸とした業務実施の提案が評

価される。 

 定期的、日常的な点検項目や従事

する担当者が明確であることが

評価される。 

 主要な部品等のストックや厨房

機器の定期点検の実施回数等が

評価される。 

 防犯カメラによる監視や、機械警

備と合わせた毎日の人的巡回警

備の提案が評価される。 

 清掃用具の汚染・非汚染区域の使

用区分の明確化や下処理室用は

別々に保管庫に収納する等のき

め細やかな清掃業務の提案が評

価される。 

 常に清潔な用具を使用するため

の、オフロケーションシステムの 

提案が評価される。 

 運用期間１５年間の実績と新技

術の動向等を踏まえた１６年目

 予防保全を基本とした保守管

理・定期点検等を行い、施設の性

能と美観維持を実現する提案が

評価される。 

 定期的、日常的な点検項目や従事

する担当者が明確であることが

評価される。 

 入間川・柏原学校給食センターの

実績に基づく綿密な食器類・食缶

等の更新計画が評価される。 

 防犯カメラによる監視、セキュリ

ティカードやテンキー式鍵の設置

等の手厚い対策の提案が評価され

る。 

 日常清掃と定期清掃を別個の清掃

専門員が行うことによる相互汚

染・交差汚染の防止策の提案が評

価される。 

 清浄度区分ごとの色分けされた清

掃用具と専用の清掃用具入れの提

案が評価される。 

 第三者による清掃業務の履行モニ
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以降の「長期修繕計画」の提案が

評価される。 

 

タリング等が評価される。 

 施設の使用年数を３０年を超える

ものと考えた更新・修繕計画の提

案が評価される。 

 

Ⅴ.運営業務に関

する事項 

 責任者には学校給食経験者等を

配置することが評価される。 

 調理従事者による衛生管理の責

任事項、管理項目、指示系統が明

確であり、評価される。 

 運営企業内の「学校給食事業本

部」、「学校給食サポート室」によ

る衛生管理等の指導、検査の体制

が評価される。 

 開業準備のためのプロジェクト

チームを編成することや、感染症

発症時の対応マニュアル等の各

種マニュアルの作成、研修の提案

が評価される。 

 人員体制が手厚く、担当者による

業務内容のシミュレーションに

よる研修が計画されていること

や、調理工程の作業ルールは衛生

管理の要所を押さえていること

が評価される。 

 ハンズフリー携帯電話を常備し、

GPS機能で配送車をリアルタイム

で走行管理する動態管理システ

ムの提案が評価される。 

 カゴごと食器洗浄機を採用し、食

器の破損率減少に資する点が評

価される。 

 残滓の密閉化による腐敗防止や

悪臭制御に効率的で周辺環境に

配慮した残滓処理システムの提

案が評価される。 

 肥料化による循環システムの提

案や学校・学級別の残渣の計量、

アンケート等を実施し、苦手食材

の加工などに活用する提案が評

価される。 

 食育への取組では、学校給食セン

ター見学会の実施、学校訪問に加

え、地域住民も参加できる試食会

の開催や保護者を含めた各種教

室の提案が評価される。 

 多様な給食レシピを保有してお

 責任者には PFI 経験者、調理員に

は市内給食センター経験者を中

心に配置した徹底した衛生管理

体制であることや、調理従事者に

よる衛生管理の責任事項、管理項

目、指示系統が明確であることが

評価される。 

 保健所出身者と元自治体栄養士

で構成された衛生部による保健

所レベルの衛生管理体制を構築

する提案が評価される。 

 品質管理プロセスチャートによ

る工程管理の提案が評価される。 

 運営企業の支援による調理士等

のトレーニング、研修の実施や、

実際の提供食数（2,000食1回、

3,800食2回）によるリハーサル計

画が評価される。 

 衛生管理と品質管理を重視した

全体作業工程表を作成し、給食提

供3日前に市へ提示することや、

班別作業工程表については前日

に調理従事者へ伝達するなどの

市との連携、命令系統の明確化が

図られている点が評価される。 

 ハンズフリー携帯電話を常備し、

GPS運行管理システムにより交通

事故等の緊急時に備えることや、

中継避難場所においてのコンテ

ナの安全な移し替え、渋滞時等の

迂回路の提案が評価される。 

 食器類の洗い残し防止のための、

食器洗浄機への手厚い人員配置

が評価される。 

 

 残菜は堆肥化して市内小中学校

の野菜の栽培に利用するなど、食

育につながる活動の提案が評価

される。 

 クラス別・献立別の残渣計量調

査、アンケートを実施するなどし

ての、おいしい給食の提供により
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り、これを活用する提案が評価さ

れる。 

 

残滓の減量に取り組む提案が評

価される。 

 食育の取り組みでは、学校給食セ

ンター見学会、体験学習、学校訪

問、講習会等の実際の事例紹介が

あることや、給食を生きた教材と

するための多様な献立提供の提

案が評価される。 

Ⅵ.入札者独自の

提案に関する事

項 

 

 地元建設会社、地元維持管理企業

との連携や建設用資機材の地元

からの優先的購入などによる地

域経済への配慮が評価される。 

 狭山市民 100％採用を目指す雇用

方針や障がい者の積極的雇用、現

臨時職員の希望者全員雇用の提

案が評価される。 

 各種の充実したイベント、食育に

関する提案等が評価される。 

 

 

 赤外線サーモグラフィクの導入

と湿度分布画像表示機能の活用

により、作業環境の早期改善や結

露の可能性が高い箇所を把握す

る提案が評価される。 

 建設企業などに多くの地元企業

の参画を図ることや、建設資材等

の地元での購入など、地元を最優

先する地域経済への配慮が評価

される。 

 地元在住者100％を目指した採用

方針や、現臨時職員の再雇用、地

元障がい者の採用に積極的な提

案が評価される。 

 各種の充実したイベント、食育に

関する提案等が評価される。 

 


